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問４ 資本関係がグループ内で完結している場合の完全支配関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答 親会社Ａと子会社Ｂの間、親会社Ａと子会社Ｃの間及び子会社ＢとＣの間には、それ

ぞれ完全支配関係があることとなります。 

 

【解説】 

１ 法人税法上、完全支配関係とは、①一の者が法人の発行済株式等の全部を直接若し

くは間接に保有する関係として政令で定める関係（以下「当事者間の完全支配の関係」

といいます。）又は②一の者との間に当事者間の完全支配の関係がある法人相互の関係

をいいます。 

お尋ねのように、子会社Ｂと子会社Ｃとの間でその発行済株式の一部を相互に保有

し合い、相互保有の株式以外の株式のすべてを親会社Ａが保有している場合には、①

親会社Ａは、子会社（Ｂ又はＣ）の発行済株式のすべてを保有していないことから、

親会社Ａと子会社Ｂとの間及び親会社Ａと子会社Ｃとの間には当事者間の完全支配の

関係がないことになるのか、②そうであれば、子会社Ｂと子会社Ｃとの間にも当事者

間の完全支配の関係がある法人相互の関係もないことになるのか、という疑義が生じ

ます。 

２ この点について、平成 22 年度の税制改正により、100％持株関係のあるグループ内

の法人間の取引につき課税上の措置が講じられた趣旨は、グループ法人が一体的に経

営されている実態に鑑みれば、グループ内法人間の資産の移転が行われた場合であっ

ても実質的には資産に対する支配は継続していること、グループ内法人間の資産の移

転の時点で課税関係を生じさせると円滑な経営資源再配置に対する阻害要因にもなり

かねないことから、その時点で課税関係を生じさせないことが実態に合った課税上の

取扱いであると考えられたものです。 

そして、この 100％持株関係について、「完全支配関係」と定義されたものです。 

これらのことを前提とすれば、完全支配関係とは、基本的な考え方として、法人の

発行済株式のすべてがグループ内のいずれかの法人によって保有され、その資本関係

がグループ内で完結している関係、換言すればグループ内法人以外の者によってその

発行済株式が保有されていない関係をいうものと解されます。 

３ したがって、お尋ねのようにグループ内法人以外の者によってその発行済株式が保

有されていない子会社Ｂと親会社Ａの間、子会社Ｃと親会社Ａの間及び子会社ＢとＣ

の間には、完全支配関係があるものとして取り扱うこととなります。 

 

【関係法令】 

  法２十二の七の六 

  法令４の２② 

問 下図のように子会社間（Ｂ、Ｃ）で発行済株式の一部を相互に持ち合っている場合に

は、親会社Ａと子会社Ｂの間、親会社Ａと子会社Ｃの間及び子会社ＢとＣの間に完全支

配関係はないものと考えてよろしいでしょうか。 

 【株式の保有関係図】 
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